
水産庁の藻場に関する施策の動向

令和７年１月２４日

令和６年度磯焼け対策全国協議会



藻場保全・創造に向けた水産庁の取組（全体像）

国の計画・戦略

・水産基本計画（R4.3月閣議決定）

・漁港漁場整備長期計画（R4.3月閣議決定）

など

藻場保全・創造の考え方

・藻場・干潟ビジョン（R5.12月改訂）

・磯焼け対策ガイドライン（R3.3月改訂）

など

取組の支援

・水産基盤整備事業（公共事業）

・水産多面的機能発揮対策
⇒藻場保全に関する取組を重点支援

調査・研究

・海水温上昇に対応した藻場整備における検討

・ブルーカーボンに寄与する
藻場の持続可能な保全体制の検討

普及・横展開

・磯焼け対策全国協議会

・水産多面的機能発揮対策シンポジウム

その他

・関係省庁との連携
→インベントリへの反映（環境省、国交省）
→グリーンイノベーション基金（経済産業省）

・民間企業との連携促進

・藻場保全×海業 1



藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（結果一部抜粋）

持続的な藻場保全体制を構築するにあたり、浜（活動組織）と民間企業との連携の
可能性や課題を把握する。

目的

全国調査区域

①活動組織：287団体
水産多面的機能発揮対策支援事業において藻場造成に取り組んでいる活動団体

②民間企業：約3000企業
・クレジット購入企業（Jｸﾚｼﾞｯﾄ、Jﾌﾞﾙｰｸﾚｼﾞｯﾄ）

・CO2排出が多い業界など排出削減に関心のありそうな企業（航空、運輸、建設、電力、金融等）

・水産業関係（大日本水産会会員）

・海の環境保全に関心のありそうな企業（ダイビング、船、釣り関連企業など）

・磯焼け協議会に参加している企業

対象

QRコード記載紙面、またはメール配布、オンラインでアンケートフォームに回答。調査方法

令和６年７月～８月実施期間

①活動組織 ：221（77％）
②民間企業 ：329（11％）

有効回収数・回答率

アンケート調査の概要
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【問８】あなたの団体の藻場保全活動の今後の継続意向
について教えてください。（１つに〇）

221総数

15.4%34１．規模を拡大して継続したい

73.3%162２．このままの規模で継続したい

1.8%4３．規模を縮小して継続したい

6.8%15４．継続できるかわからない

2.7%6５．その他

【問９】あなたの団体が抱えている藻場保全活動に係る課題に

ついて教えてください。（すべてに〇）

221総数

48.0%106３．活動を担う人材が不足している

47.5%105
１．活動による成果があがらない

（対象海藻草の面積や生産量が維持・増加しない）

23.5%52２．資材購入等活動にかかる資金が不足している

14.0%31４．活動実施にかかる技術・ノウハウが不足している

4.1%9５．その他

0.9%2６．特になし

7.2%16無回答

n=221

n=221

藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（活動組織の回答結果一部抜粋）
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88.9％



【問10―２】（問10-1で１．又は２．と答えた方へ）

藻場保全活動において民間企業に期待することについて教え

てください。（すべてに〇）

82総数

52.4%43２．現場での活動人材提供

46.3%38１．活動資金提供

31.7%26３．藻場保全の技術・ノウハウ提供

31.7%26５. ブル―カーボン・クレジットの購入

8.5%7４．藻場保全活動の情報発信

2.4%2６．その他

n=82

【問10―１】今後藻場保全活動を推進するにあたり、民間企業との
連携を希望しますか。（1つに〇）

221総数

10.4%23１．希望する

26.7%59２．どちらかというと希望する

35.7%79３．どちらかというと希望しない

27.1%60４．希望しない

n= 221

藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（活動組織の回答結果一部抜粋）
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37.1％



【問10―３】（問10-1で１．又は２．と答えた方へ）

民間企業との連携にあたっての課題について教えてください。（すべてに〇）

n=82

【問10―１】

今後藻場保全活動を推進するにあたり、民間企業との連携を

希望しますか。（1つに〇）

221総数

10.4%23１．希望する

26.7%59２．どちらかというと希望する

35.7%79３．どちらかというと希望しない

27.1%60４．希望しない

n= 221

藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（活動組織の回答結果一部抜粋）
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82総数
39.0%32２．連携意向のある民間企業がわからない

35.4%29４．連携により民間企業に何を担ってもらえるかがわからない

30.5%25３．民間企業と連携するための方策が分からない

24.4%20７．民間企業と連携した事業を実施する資金がない

22.0%18５．民間企業との連携が活動団体内で理解されにくい・調整が必要

19.5%16６．民間企業との連携に当たっての活動団体内での窓口になれる人材・組織がない

9.8%8１．民間企業との連携のあり方・意義が分からない

7.3%6無回答

4.9%4８．その他

2.4%2９．特になし

39.0%

35.4%

30.5%

24.4%

22.0%

19.5%

9.8%

7.3%

4.9%

2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

２．連携意向のある民間企業がわからない

４．連携により民間企業に何を担ってもらえるか…

３．民間企業と連携するための方策が分からない

７．民間企業と連携した事業を実施する資金がない

５．民間企業との連携が活動団体内で…

６．民間企業との連携に当たっての活動団体内での…

１．民間企業との連携のあり方・意義が分からない

無回答

８．その他

９．特になし

37.1％



【問４】

貴社では藻場保全活動に関わっていますか。（１つに〇）

227総数

11.0%25１．関わりたい

34.4%78２．どちらかといえば関わりたい

37.9%86３．どちらかといえば関わりたくな．い

14.1%32４．関わりたくない

2.6％6無回答

藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（民間企業の回答結果一部抜粋）

69.0％

329総数

29.2%96１．かかわっている

69.0%227２．かかわっていない

1.8%6無回答

【問６－１】（（問４で２と答えた方へ）

貴社では藻場保全活動に今後関わりたいですか。（１つに〇）
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n=227

２．どちらかといえ
ば関わりたい
34.4％

１．関わりたい
11.0％

３．どちらかといえ
ば関わりたくない
37.9％

４．関わりたくない
14.1％

無回答 2.6％

45.4％

n=329



【問６－１】（問４で２と答えた方へ）

貴社では藻場保全活動に今後関わりたいですか。（１つに〇）

227総数
11.0%25１．関わりたい

34.4%78２．どちらかといえば関わりたい

37.9%86３．どちらかといえば関わりたくない

14.1%32４．関わりたくない

2.6％6無回答

n=227

【問６－２】（問６－１で１又は２と答えた方へ）

貴社において今後希望する藻場保全活動への具体的なかかわり方につ

いて教えてください。（すべてに〇）

n=103 

103総数

35.9%37４．藻場保全活動に関する情報発信

30.1%31２．現場での活動人材提供

18.4%19５．ブルーカーボン・クレジットの購入

16.5%17１．活動資金提供

12.6%13３．藻場保全の技術・ノウハウ提供（具体を記述）

16.5%17６．その他

藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（民間企業の回答結果一部抜粋）

２．どちらかといえ
ば関わりたい
34.4％

１．関わりたい
11.0％

３．どちらかといえ
ば関わりたくない
37.9％

４．関わりたくない
14.1％

無回答 2.6％

45.4％
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【問６－３】（問６－１で１又は２と答えた方へ）

貴社が藻場保全活動に関わる上での課題について教えてください。

（すべてに〇）

103総数

53.4%55５．藻場保全活動への関わり方が分からない

36.9%38２．藻場保全活動の社会的な認知度が低い

19.4%20３．藻場保全活動の意義、効果を社内外に伝えにくい

19.4%20４．自社の利益にならない

13.6%14１．特に課題はない

3.9%4６．藻場保全活動に関われる地域・活動団体が分からない

5.8%6７．その他

n=103 

【問７】今後民間企業と地域の藻場保全の活動団体の連携を促進するためには、

どのようなしくみが必要だと思いますか。（すべてに〇）

329総数

64.7%213１．藻場保全活動を実施している活動団体の紹介

27.7%91３．コーディネート人材による活動団体との連携橋渡し

26.4%87４．交流会のような対面でのマッチング機会の創出

25.8%85２．活動団体への自社情報の発信

19.8%65５．ウェブ上でのマッチングのシステム

5.5%18６．その他

5.5%18無回答

n=329 

藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査（民間企業の回答結果一部抜粋）
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藻場の持続的な保全体制についてのアンケート調査

 関心を高める、意義を認識できる工夫

→ 連携の意義、効果の見える化

 具体的な行動に移す工夫

→ 連携を可能にする仕組みづくり

9

浜（活動組織）と民間企業との連携促進に向けて、



海業としての取組の展開

海業の取組としても、磯焼け対策や藻場の保全に関
連した取組で実施

藻場保全に繋がる取組が、今後も海業としてさらに
展開されていくことに期待

海業の取組内容
対象
地域

磯焼け対策として駆除したウニの漁港内静穏域を活用した蓄養、
観光交流協会や地域おこし協力隊と連携し藻場再生活動を組み込ん
だスキューバダイビング、小中高を対象とした海洋学習 等

岩手県
大槌町

刺し網やわかめ漁などの 漁業体験、観光遊漁船クルーズ、漁船に
よる海上タクシー、磯焼け対策により駆除したウニ養殖体験、漁師
による水産物の直接販売、民間活力による既存漁港施設改修 等

神奈川県
逗子市

旧漁協事務所や荷捌き所、漁港用地等を活用した蓄養施設や直売
所、食堂設置、漁業体験を含む観光プログラム（漂流ごみやマイク
ロプラスチック、磯焼けのことを知ってもらう場の設定）、漁船ク
ルージングやマリンレジャーの体験 等

静岡県
牧之原市

市場見学及び模擬入札体験、競り落とした魚を捌いて食するツアー、 滞
在型漁業体験実践プログラム、現役漁師や海女さんと懇談するサロ ン設
置、低利養魚等の商品開発・加工・販売ルートの開拓、藻場造成 及びブ
ルーカーボン体験学習プログラム、インバウンド対策 等

三重県
鳥羽市

駆除ガンガゼを除去し特産品のブロッコリーを給餌する養殖、水
産加工品の端材を使った商品等を販売するエシカルマーケット、企
業と連携した、持続可能な養殖業を学ぶサステナブルツーリズムや
ゴミ回収などのクリーンオーシャンツーリズム 等

愛媛県
愛南町

漁業者と取り組む藻場再生活動、食害生物駆除、食害魚等の加工品開 
発・製造、水産物を使った飲食店、高付加価値化、学校給食や島外レ ス
トランでの提供、漁業体験、漁協施設を活用したゲストハウス、漁師とツ
アー参加者による藻場再生活動に繋がる森林整備体験 等

長崎県
対馬市

海業の一環として藻場保全等を取り組む例

○岩手県大槌町での取組

○⾧崎県対馬市での取組
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2024年インベントリ報告書（表紙） 我が国の温室効果ガス排出量及び吸収量の推移

 各国は、気候変動枠組条約（UNFCCC）に基づき、自国の温室効果ガス排出・吸収目録（インベント
リ）を作成し、毎年、国連（条約事務局）に提出・報告している。

 本年（2024年）の報告書では、世界ではじめて海草・海藻藻場におけるCO2吸収量を算定し、合計
約35万トンの値を報告。

 本報告にあたっては、環境省、国土交通省と連携して対応。

海草・海藻によるCO2吸収量のインベントリ反映について

吸収量の一部として、藻場に
よる35万トンの吸収量を計上
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ご清聴ありがとうございました

磯焼け対策関連情報はこちら（水産庁HP）↑


